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 会計・監査ダイジェスト 
会計及び監査を巡る動向 2019年10月号 

会計・監査ダイジェストは、日本基準、国際基準、修正国際基準及び米国基準
の会計及び監査の主な動向についての概要を記載したものです。 

ハ イ ラ イ ト  

今月は、日本基準の会計基準に関して、この内容で確定すれば実務への重
要な影響が考えられる公開草案が3本、公表されています。 

 公開草案「収益認識に関する会計基準（改正案）」及び公開草案「収益
認識に関する会計基準の適用指針（改正案）」 

表示及び注記に関する要求事項の追加と契約資産の性質に係る取扱
いの見直しを提案 

 公開草案「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会
計基準（改正案）」 

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の
原則及び手続の概要を開示する必要がある旨を明確化することを提案 

 公開草案「会計上の見積りの開示に関する会計基準（案）」 

見積りの不確実性の発生要因に係る注記情報の充実を提案 

 

目 次  
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国会提出 -「会社法の一部を改正する法律案」等 

公開草案 - 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令等の一部を改正する内
閣府令（案）等 

公開草案 - 監査基準の改訂に対応した会社計算規則の一部を改正する省令案 

調査報告 - 「監査法人のローテーション制度に関する調査報告（第二次報告）」 

公開草案 -「収益認識に関する会計基準（改正案）」等 

公開草案 -「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基
準（改正案）」 

公開草案 -「会計上の見積りの開示に関する会計基準（案）」 
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  会計・監査ダイジェスト 

1． 日 本 基 準  

■法令等の改正 

【法律案の国会提出】 

法務省、「会社法の一部を改正する法律案」等を国会提出 

法務省は2019年10月18日、「会社法の一部を改正する法律案」及び「会社法の一部を改
正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」を、閣議決定を経て第200

回国会に提出した。 

「会社法の一部を改正する法律案」は、会社をめぐる社会経済情勢の変化に鑑み、株主
総会資料の電子提供制度の創設、株主提案権の濫用的な行使を制限するための規定の
整備、取締役に対する報酬の付与や費用の補償等に関する規定の整備、監査役会設置会
社における社外取締役の設置の義務付け等の措置を講ずる必要があること、「会社法の
一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」は、会社法の一部
を改正する法律の施行に伴う関係法律の規定の整備等を行う必要があることから、そ
れぞれ国会に提出されたものである。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2019年10月23日発行） 

 

■会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ）） 

【公開草案】 

ASBJ、公開草案「収益認識に関する会計基準（企業会計基準第29号の改正案）」及び公
開草案「収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第30号の改正
案）」を公表 

ASBJは2019年10月30日、公開草案「収益認識に関する会計基準（企業会計基準第29号
の改正案）」及び公開草案「収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用
指針第30号の改正案）」を公表した。2018年に公表された「収益認識に関する会計基準」
及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（以下、「2018年会計基準」）においては、
注記について、2018年会計基準を早期適用する場合の必要最低限の注記のみを定め、
2018年会計基準が適用される時（2021年4月1日以後開始する連結会計年度及び事業年
度の期首）までに、注記事項の定めを検討することとしていた。また、収益認識の表示
に関する次の事項についても同様に、財務諸表作成者の準備期間を考慮したうえで、
2018年会計基準が適用される時までに検討することとしていた。 

 収益の表示科目 

 収益と金融要素の影響（受取利息又は支払利息）の区分表示の要否 

 契約資産と債権の区分表示の要否 

本公開草案は、上記の暫定的な取扱いに対して、以下の修正を提案している。 

1. 表示に関する要求事項の追加 

2. 注記に関する要求事項の追加 

3. 契約資産の性質に係る取扱いの見直し 

コメントの締切りは2020年1月10日である。 

2021年4月1日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用することが提案
されている。 

http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00252.html
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00253.html
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00253.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/10/jgaap-news-flash-2019-10-23.html
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/exposure_draft/y2019/2019-1030-1.html
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  会計・監査ダイジェスト 

早期適用としては、2020年4月1日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から
の適用、及び、2020年4月1日に終了する連結会計年度及び事業年度から2021年3月30

日に終了する連結会計年度及び事業年度までにおける年度末に係る連結財務諸表及び
個別財務諸表からの適用を認めることが提案されている。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2019年11月7日発行） 

 

ASBJ、企業会計基準公開草案第69号（企業会計基準第24号の改正案）「会計方針の開
示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準（案）」を公表 

ASBJは2019年10月30日、企業会計基準公開草案第69号（企業会計基準第24号の改正
案）「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準（案）」（以下、

「本公開草案」）を公表した。本公開草案の主な内容は次のとおりである。 

 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合であっても、採用した会計処理の
原則及び手続の概要を開示する必要がある旨を明確化することが提案されている。 

コメントの締切りは2020年1月10日である。本公開草案では、2021年3月31日以後終了
する事業年度における財務諸表から適用することが提案されている（早期適用可）。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2019年11月7日発行） 

 

ASBJ、企業会計基準公開草案第68号「会計上の見積りの開示に関する会計基準（案）」
を公表 

ASBJは2019年10月30日、企業会計基準公開草案第68号「会計上の見積りの開示に関す
る会計基準（案）」（以下、「本公開草案」）を公表した。 

本公開草案では、当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののう
ち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性が高い項目を識別し、識別した項目
ごとに会計上の見積りの内容について以下の事項を注記することが提案されている。 

 項目名 

 当年度の財務諸表に計上した金額 

 会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報 

コメントの締切りは2020年1月10日である。本公開草案では、2021年3月31日以後終了
する事業年度における財務諸表から適用することが提案されている（早期適用可）。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2019年11月7日発行） 

 

■監査関連 

【公開草案】 

金融庁、財務諸表等の監査証明に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（案）等
を公表 

金融庁は2019年10月30日、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令等の一部を改正す
る内閣府令（案）」等（以下、「本改正府令（案）」）を公表した。本改正府令（案）は2019

年1月の｢会計監査についての情報提供の充実に関する懇談会」による報告書や2018年
7月及び2019年9月における監査基準、中間監査基準及び四半期レビュー基準でなされ

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/11/jgaap-news-flash-2019-10-30.html
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/exposure_draft/y2019/2019-1030-3.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/11/jgaap-news-flash-2019-10-30-3.html
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/exposure_draft/y2019/2019-1030-2.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/11/jgaap-news-flash-2019-10-30-2.html
https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20191028_kansa.html
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  会計・監査ダイジェスト 

た報告書の記載区分等、継続企業の前提及び無限定適正意見以外の場合の報告書の記
載に関する事項に関する改訂を踏まえて公表された。 

本改正府令（案）では、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」、「企業内容等の開
示に関する内閣府令」及び「『財務諸表等の監査証明に関する内閣府令』の取扱いに関
する留意事項について（監査証明府令ガイドライン）」について改正することが提案さ
れている。 

「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（案）では、主に以下について、監査基準、
中間監査基準及び四半期レビュー基準の改正が提案されている。 

 報告書の記載区分等や継続企業の前提に関する記載 

 意見又は結論の根拠の記載 

 中間監査概要書及び四半期レビュー概要書の様式 

また、「企業内容等の開示に関する内閣府令」（案）では、監査人の異動の日の前3年以
内に作成された監査報告書、中間監査報告書又は四半期レビュー報告書において限定
付適正意見又は限定付結論が表明されている場合には、当該意見又は結論の理由を監
査人交代に関する臨時報告書において記載することが提案されている。 

コメントの締切りは2019年11月28日である。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2019年11月1日発行） 

 

法務省、監査基準の改訂に対応した会社計算規則の一部を改正する省令案を公表 

法務省は2019年10月31日、会社計算規則の一部を改正する省令案（以下、「本省令案」）
を公表した。本省令案は、2018年7月及び2019年9月に実施された監査基準の改訂に対
応し、会計監査報告の内容について所要の整備を行うために公表された。 

具体的には、会社計算規則に則った会計監査人の会計監査報告の内容について、監査基
準の改訂でなされた、継続企業の前提及び無限定適正意見以外の場合の報告書の記載
に関する事項に関する改正が提案されている。 

コメントの締切りは2019年11月29日である。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2019年11月1日発行） 

 

【その他】 

金融庁、「監査法人のローテーション制度に関する調査報告（第二次報告）」を公表 

金融庁は2019年10月25日、「監査法人のローテーション制度に関する調査報告（第二次
報告）」（以下、「本調査報告」）を公表した。本調査報告は、2017年の第一次報告に続き、

「会計監査の在り方に関する懇談会」の提言を受けて作成されている。 

本調査報告では、我が国におけるパートナーローテーションや監査法人の交代に関す
る実態調査の結果や海外における監査法人のローテーション制度等に関する動向がま
とめられている。また、今後の検討に当たり、監査法人のローテーション制度に限らず、
より幅広く監査市場の在り方についての分析・検討を行う必要があるとされている。 

本調査報告を受け、日本公認会計士協会から監査人の独立性強化に向けた会長声明が
発出されており、社会的影響度が特に高い会社の監査業務にあたっては、2018年4月に

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/11/jgaas-news-flash-2019-11-1.html
https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=300080195&Mode=0
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/11/jgaas-news-flash-2019-11-2.html
https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20191025_auditfirmrotation.html
https://jicpa.or.jp/news/information/2019/20191025qzv.html
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  会計・監査ダイジェスト 

改正した「独立性に関する指針」（2020年4月1日以後開始する事業年度より適用）の趣
旨を理解した上で、確実に遵守することが要請されている。 

あずさ監査法人の関連資料： ポイント解説速報（2019年10月29日発行） 

日本基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（日本基準）へ 

 

2． 国 際 基 準  

新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項はありません。 

国際基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（IFRS）へ 

 

3． 修 正 国 際 基 準  

新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項はありません。 

修正国際基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（修正国際基準）へ 

 

4． 米 国 基 準  

新たな基準・公開草案等の公表として、今月、特にお知らせする事項はありません。 

米国基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（米国基準）へ 

 

https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/10/jgaas-news-flash-2019-10-29.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/10/jgaas-news-flash-2019-10-29.html
http://home.kpmg/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/jmis.html
http://home.kpmg/jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx


 

 

  

各基準についてのより詳細な情報、過去情報は、
あずさ監査法人のウェブサイトをご確認ください。 

■ あずさ監査法人トップページ（Link） 

■ 日本基準（Link） 

■ 修正国際基準（Link） 

■ IFRS（Link） 

■ 米国基準（Link） 

 

編集・発行  
 

有限責任 あずさ監査法人 

azsa-accounting@jp.kpmg.com 
 

 

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応する
ものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取
られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、
ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査したうえで提案する適
切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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  会計・監査ダイジェスト 

■ 会計・監査コンテンツアーカイブのご紹介 

会計・監査コンテンツをトピック別、業種別で絞込み、一覧表示することが
できます。 

home.kpmg/jp/search-tool 

 

 ■ KPMG 会計・監査 AtoZ 

アプリのご紹介 

あずさ監査法人が提供する会計・監査
情報アプリ「KPMG会計・監査AtoZ」で
は、いつでも・どこでも日本基準、修
正国際基準、IFRS、そして米国基準に
関する会計・監査情報を閲覧できるほ
か、動画による解説コンテンツを視聴
することができます。 

KPMGジャパンウェブサイトのアプリ紹介ページ 

home.kpmg/jp/kpmg-atoz 

   
 
 

■ 関連資料紹介 

 IFRSオンライン解説 公開草案IFRS第17号「保険契約」の修正 8つの提案事項 第3回  

 IFRSオンライン解説 公開草案IFRS第17号「保険契約」の修正 8つの提案事項 第4回  

 IFRS解釈指針委員会ニュース（2019年9月） 

 【書籍】業種別アカウンティング・シリーズ II 3.保険業の会計実務（第2版）   

 
■ ソーシャルメディアのご紹介 

リサーチ／報告書、解説記事、動画による解説など、 

KPMGの知見を集めた独自コンテンツを発信しています。    home.kpmg/jp/socialmedia 

https://home.kpmg/jp/ja/services/audit/pages/default.aspx
http://home.kpmg/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/jp/ja/topics/jmis/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/Jp/ja/topics/ifrs/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/Jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
http://home.kpmg/jp/kpmg-atoz
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/08/if-amendments-to-aid-implementation-of-ifrs17-3.html
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